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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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◆平成20年度決算における経常収支比率は、前年度94.5％から92.1％と2.4ポイント改善され、さらに前々年度からも3.7ポイントの改
善となり、類似団体平均値との差も前年度の7.0ポイントから5.3ポイントに縮減されました。これは普通交付税の増額により経常一般
財源総額が増加したほか、町財政健全化計画に基づく人件費、公債費の縮減、施設の統廃合等をはじめとした内部管理経費の節減
が図られたことが主な要因であり、町財政健全化計画では平成20年度の目標値を93.0％としていましたがこれを下回る結果となりま
した。
各費目別では、人件費は退職者補充率の縮減による職員数の減少、また物件費は施設の統廃合等による内部管理経費の圧縮によ
り類似団体平均値と同水準まで改善が図られました。また補助費等においても衛生組合負担金の減、社会福祉協議会補助金の減
により類似団体平均値を1.9ポイント下回りました。
一方公債費は、前年度から1.2ポイント改善されているものの、類似団体平均値を5.4ポイント上回っています。合併前旧町村において
同時期に大型事業が重なったことにより償還のピークを迎えていることなどが要因でありますが、引き続き公債費圧縮に努め公債費
負担適正化計画による起債発行額の抑制及び高利の地方債の繰上償還を進めるなど、改善に努めていく必要があります。
その他の経費では、類似団体平均を2.9ポイント上回りましたが、これは維持補修費において除雪費などの道路維持にかかる費用が
多額であること、また簡易水道事業特別会計、下水道事業特別会計に対する公債費財源繰出金が多額となっていること、さらに後期
高齢者医療特別会計繰出金が増加したことによるものです。今後は特に公営企業会計に対する繰出について公営企業経営健全化
計画により一層の経費縮減を図る必要があります。
◆人件費及び人件費に準ずる費用では、年々縮減されているものの人口1人当たり決算額が類似団体平均の1.7倍と高い水準となっ
ています。特に一部事務組合負担金のうち人件費分は類団平均値の2.3倍となっているなど今後組織のあり方を含め改善に向けた
検討をしなければなりません。
◆公債費及び公債費に準ずる費用では、過疎債や合併特例債など普通交付税の基準財政需要額に算入される起債の償還の割合
が高いことから、実質公債費比率については今後減少に転ずる見込でありますが、人口1人当たり決算額では類似団体の約1.7倍と
なっており、財政の硬直化の改善に向けて一層の公債費負担適正化を図っていかなければなりません。
◆普通建設事業費の人口1人当たり決算額は、前年度の119,234円から100,244円へと合併後初めて減少に転じました。これは統合
小学校建設事業、ブロードバンド基盤整備事業、防災無線整備事業など合併直後の施設整備が一段落したことによるものです。今
後は財政健全化計画に示した普通建設事業費の範囲内での予算化に努め、またその財源となる起債については限度額以内に抑え
ることにより、1人当たり普通建設事業費の決算額の適正化を図ります。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 2,394,116 126,219 75,753 66.6
賃金（物件費） 94,706 4,993 4,665 7.0
一部事務組合負担金（補助費等） 582,252 30,697 13,638 125.1
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 334 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 107,451 5,665 3,795 49.3
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 72,508 3,823 1,286 197.3
▲退職金 ▲ 253,840 ▲ 13,383 ▲ 8,445 58.5
合計 2,997,193 158,013 91,027 73.6

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 14.55 8.32 6.23
ラスパイレス指数 96.3 95.7 0.6

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。） 2,249,347 118,586 44,353 167.4

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等 - - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 433,660 22,863 18,964 20.6
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額 214,628 11,315 7,156 58.1

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額 14,218 750 2,855 ▲ 73.7

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く） - - 9 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 ▲ 1,818,888 ▲ 95,892 ▲ 39,829 140.8

合計 1,092,965 57,622 33,509 72.0
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

2,218,067 110,286 - 53,398 - -

うち単独分 1,358,736 67,558 - 34,793 - -

2,253,899 114,539 3.9 43,735 ▲ 18.1 22.0

うち単独分 1,457,434 74,064 9.6 26,982 ▲ 22.4 32.0

2,302,287 119,234 4.1 41,791 ▲ 4.4 8.5

うち単独分 1,532,464 79,365 7.2 25,330 ▲ 6.1 13.3

1,901,420 100,244 ▲ 15.9 41,097 ▲ 1.7 ▲ 14.2

うち単独分 1,243,546 65,560 ▲ 17.4 23,651 ▲ 6.6 ▲ 10.8

過去５年間平均 2,168,918 111,076 ▲ 2.6 45,005 ▲ 8.1 5.5

うち単独分 1,398,045 71,637 ▲ 0.2 27,689 ▲ 11.7 11.5
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